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DV・虐待等被害者に係るマイナンバー制度における不開示措置の周知について（依頼） 

 

 マイナンバー制度においては、平成 29 年７月 18 日より、行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）に規定する情報提供ネットワー

クシステムを使用した情報照会又は情報提供（以下「情報連携」という。）及びマイナポータルの

試行運用を開始しています。 

 マイナポータルにおいては、 

・情報連携が行われた記録の表示、 

・行政機関等の保有する自らの個人番号を含む個人情報の表示 

・行政機関等からのお知らせの受け取り、表示 

の各機能を実装していますが、DV・虐待等の被害者（DV・虐待等のおそれがある者を含む。以下

「DV・虐待等被害者」という。）の住所・居所がある都道府県又は市町村に係る情報を加害者が確

認できないよう、不開示コード等の設定や、お知らせを送る対象から除外する措置（以下「不開

示措置」という。）を行うことができます。 

それらの基本的な対応等について、別添１及び別添２のとおり地方公共団体に通知しています

ので、貴課におかれては、不開示措置が確実に実施されるよう、下記の事項について各地方公共

団体の相談窓口に対して周知の上、相談者に２の対応を促すよう御配慮方お願いいたします。 

 

記 

 

１．不開示措置の設定が必要と想定されるケース 

  ①DV・虐待等被害者の行う行政手続により情報連携を行うケース 

  ②加害者が DV・虐待等被害者の代理人である※又は DV・虐待等被害者がマイナンバーカード

（以下単に「カード」という。）を置いたまま避難しているケース 

※マイナポータルにおいて代理人として設定されている場合のほか、加害者が法定代理人

となる場合も含む。 

 

２．DV・虐待等被害者に取っていただきたい対応 

 （１）住民票を移しているか否かに関わらず、避難先の各行政機関等において個人番号を提出

して最初に手続を行う際、避難に至った状況を説明の上、不開示措置を講じるよう申し出るこ

と。 

   （注）DV・虐待等被害者の心身の機能や判断能力の著しい低下等により自ら申し出る又は

代理人による対応も困難な場合には、申請等の際に個人番号を記載するか否かに関わら



ず、当該被害者の支援を行う者から申し出ること。 

 （２）カードを置いたまま避難している場合には、カードの停止の連絡のほか、必要な場合に

はマイナンバーの変更やカードの再交付の申請を行うこと。 

 （３）必要に応じて、マイナポータルの利用者フォルダ（アカウント）の削除を行うこと。ま

た、加害者を代理人設定している場合には、当該設定の解除を行うこと。 

   （注）アカウントの削除や代理人設定の解除のためには、カードを使用してマイナポータ

ルにログインする必要があるため、カードを置いたまま避難している場合には、（２）

の対応を併せて取る必要があることに留意すること。なお、こうした手続等が完了する

までの間は、不開示措置により対応することが可能である。 

 

３．２（２）（３）に関する問い合わせ先 

 マイナンバー総合フリーダイヤル：0120-95-0178（無料） 

http://www.cao.go.jp/bangouseido/case/contact/index.html 



TEL:03-6441-3480,3479  

別添１















 



TEL:03-6441-3480.3479  
Mail: kiban.renkei@cas.go.jp 
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事  務  連  絡 

平成 29 年８月９日 

各都道府県社会保障・税番号制度主管部局 御中 

内 閣 官 房 番 号 制 度 推 進室 

内閣府大臣官房番号制度担当室 

マイナポータル「お知らせ機能」の利用における留意事項について 

 社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の円滑な運用につきましては、平素より

格段の御高配を賜り、厚く御礼を申し上げます。 

 マイナポータルの試行運用につきましては、平成 29年７月 18日から開始しています

が、マイナポータルの機能のうち、情報提供等記録表示及び自己情報の表示につきまし

ては、平成 29年７月 13日付け内閣官房番号制度推進室・総務省大臣官房個人番号企画

室事務連絡「DV・虐待等被害者に係る不開示コード等の設定に関する基本的な対応等に

ついて」（以下「H29.7.13事務連絡」という。）及び同月 14日付け同事務連絡「DV・虐

待等被害者に係る不開示コード等の設定に関する事例の送付について」（別添）を通知し

ているところですが、DV・虐待等被害者（DVや虐待等の被害を受けるおそれがある者を

含む。以下「DV・虐待等被害者」という。）に関して、マイナポータルのお知らせ機能の

利用における留意事項として、下記のとおり通知いたします。 

 各都道府県におかれましては、この旨域内市区町村に周知いただきますようお願いい

たします。 

 なお、下記は基本的な考え方を示したものであり、個別のケースにおいては各地方公

共団体において適切に判断されるべきものであり、また、下記に拠りがたい場合に個々

の実情に応じて対応することを妨げるものではありません。 

記 

１ 想定されるケース 

H29.7.13事務連絡別紙中２．「≪想定されるケース≫」の「【ケース②】」として記

載している、「DV・虐待等被害者が加害者の所在地にマイナンバーカードを置いたまま

避難した場合や、マイナポータルにおいて加害者を代理人設定している場合に、加害

者が DV・虐待等被害者の自己情報を直接確認して避難先の都道府県又は市区町村に係

る情報が伝わるケース」。 

２ 留意すべき対象者 

H29.7.13事務連絡別紙中１．「設定対象者」に該当する者（現に不開示コード等の

設定が行われているか否かにかかわらず、当該「設定対象者」の考え方に該当する者

をいう）。 

特に、不特定多数にお知らせを送信する際に、お知らせで送信することについて事

前に本人に確認を取ることができない場合、お知らせを送付する個人番号利用事務所

管課において、この「留意すべき対象者」を把握することが重要となる（詳細は「３ 

基本的な対応等」を参照）。 

３ 基本的な対応等 

H29.7.13事務連絡別紙２．【ケース②】における基本的な対応と同様に、以下の対

応を行うこと。 

CS410801
ノート注釈
CS410801 : Marked

CS410801
テキストボックス
別添２
（事務連絡の別添は省略）
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 DV・虐待等被害者の相談窓口／申請等受付窓口（マイナンバー利用事務窓口を含む） 

(1)  加害者の所在地にマイナンバーカードを置いたまま避難している場合には、 

DV・虐待等被害者に対し、まずはマイナポータルの利用者フォルダー（アカウン

ト）の削除を行うこと、そのためのマイナンバーカード停止の連絡やマイナンバ

ーカードの再交付の実施のほか、必要に応じてマイナンバーの変更を実施するよ

う説明する。 

(2)  マイナポータルにおいて加害者を代理人設定している場合には、 

DV・虐待等被害者に当該代理人設定の解除を行うよう説明する。 

※ 利用者フォルダー（アカウント）を削除すれば、代理権も消滅する。また、その

後、再度利用者フォルダー（アカウント）を作成した場合、利用者フォルダーには

削除前の情報は引き継がれず、代理人設定もなされていない状態となる。 

※ (1)、(2)双方に該当する場合（加害者の所在地にマイナンバーカードを置いたま

まであり、かつ加害者を代理人設定している場合）には、DV・虐待等被害者のカー

ド停止をするだけでは、加害者は自分のマイナンバーカードで当該 DV・虐待等被害

者のマイナポータルの利用者フォルダー（アカウント）にログインすることができ

るため、カード停止後カード再交付を受けた上、利用者フォルダー（アカウント）

削除又は代理人設定解除が必要であることに留意。 

 

お知らせを送信するマイナンバー利用事務担当部署 

(3)  これら(1)及び(2)の手続（以下「利用停止手続」という。）が完了するまでの間

は、お知らせを送付する個人番号利用事務で宛先ファイルの作成を行うに当たり、

① お知らせを送信することについて本人が同意をしているか意向を確認するか、

② お知らせ送信対象者に「２ 留意すべき対象者」に該当する者が含まれていな

いか確認する。 

≪宛先ファイルの確認方法例≫ 

ア お知らせ送信対象者の選定に当たり、宛先ファイルから、既存システムにお

いて把握している「２ 留意すべき対象者」に該当する者を対象外とする。 

イ 既存システムにおいて「２ 留意すべき対象者」が確認できない場合におい

て、紙台帳で管理している場合は不開示に該当する者、若しくは、中間サーバ

ーにて確認する場合は不開示フラグを設定している者を個別に確認し、宛先

ファイルから当該者を除外する（宛先ファイルは、団体内統合宛名番号が一覧

で並んでいるため、当該者の団体内統合宛名番号を個別に削除する）。 

※ 特に、不特定多数にお知らせを送信する場合で、事前に本人にお知らせを送

信することについて確認を取ることができない場合は、H29.7.13 事務連絡別

紙「３．各機関において実施することが望ましいこと」による機関内での情報

共有を活用して該当者を把握し、宛先ファイルから除外すること。 

 

(4)  利用停止手続が完了したことを確認した際には、上記(3)の宛先ファイルから

の除外を解除する。 

※ (1)又は(1)及び(2)の場合については、カード停止後カード再交付を受け、利

用者フォルダー（アカウント）を削除した場合は、代理人設定は解除されるの

で、再度利用者フォルダー（アカウント）を開設してお知らせを送付することが

可能となる。 

※ (2)の場合については、代理人設定を解除することで加害者が DV・虐待等被害

者のマイナポータルの情報を見ることはできなくなるので、お知らせを送付す

ることが可能となる。 

（問い合わせ先） 
内閣官房番号制度推進室 横井、新井 

       TEL:03-6441-3480,3479（直通） 
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